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第１章 実証実験の目的 

 

地域経営型包括支援クラウドモデル構築事業（以下、「本事業」と記す）は、自治体

クラウドに代表される官の情報通信基盤を地域の共有資源として発展的に利活用し、官

民事業者間での情報連携によるコスト低減及び効率向上、集約された情報の安全かつ有

効活用による新サービス・ビジネスの創出、住民サービスの更なる向上のための取り組

みである。 

本市は、本事業の全事業実施団体として、連携基盤プラットフォーム及び地域クラウ

ド型アプリケーション（介護クラウド）を開発し、それぞれ効果の実証及び課題の抽出

等を行った。 

連携基盤プラットフォームに関しては、各団体（福島県会津若松市、奈良県田原本町・

川西町、京都府・京都市、佐賀県武雄市、宮崎県延岡市・日向市・門川町）に対して、

その機能を提供し、以下 2つを目的とする実証実験を実施した。 

 

 

■本事業における連携基盤プラットフォームの実証実験の目的 

 

・自治体アプリケーションや地域クラウド型アプリケーションに対して、連携基盤プラットフォームが

共通的なシステム機能を提供することによる効果を実証すること 

 

・地域経営型包括支援クラウドモデルを整備する上での課題（制度、運用等）を導出すること 
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第２章 実証実験の概要 

２.１ 実証実験の全体像 

 

連携基盤プラットフォームの実証実験は、本事業で提供する機能の仕様調整を始めと

して、まず本市から各団体に案を提示し、その案に基づいて、適宜調整しながら進めた。 

 

本事業における連携基盤プラットフォームの実証実験全体の流れを、以下に示す。 

 

図表-2.1 連携基盤プラットフォームの実証実験全体の流れ 

 

 

以下、順に各作業の概要を示す。 

No. 項目
内容

笠間市 各団体

1 基盤機能仕様調整
基盤機能の設計
仕様（案）提示
調整結果の反映（仕様確定）

仕様確認、要望等の提示

2 基盤機能構築 基盤機能の構築 —

3 団体別実装調整 各団体の利用機能調整 利用機能の選択

4 接続テストの実施
接続テスト計画（案）策定
接続テストの日程調整

接続テストの実施

5 実証実験の実施
実証事業計画（案）策定
実証実験の日程調整
実証事業実施、問合せ対応

実証実験の実施

6 実証結果の回答 各団体の回答取り纏め 実証結果回答票への回答
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（１）基盤機能仕様調整 

 

本事業で開発する連携基盤プラットフォームは、各団体の地域クラウド型アプ

リケーション及び自治体アプリケーション（実証用システム）が連携できるよう

にすると共に、下記機能を実装する必要があった。 

 

・接続インタフェース機能 

・監査ログ機能 

・連携データベース機能 

・利用者認証・権限管理機能 

・地域クラウド間接続機能 

 

そこで、本市では、まず連携基盤プラットフォームが提供する機能の概要を整

理して各団体に説明し、各団体からの要望等を吸い上げることとした。 

各団体からの要望等に基づいて追加した機能を、下表に示す。 

 

図表-2.2 各団体からの要望等を踏まえて追加した機能の概要 

 

 

上記の追加機能を反映した上で、連携基盤プラットフォームが提供する機能の

概要を「連携基盤プラットフォーム基本構想書」として整理した。 

No. 機能追加項目 概要

1 基盤提供方式追加
ネットワーク接続型のみの想定であったが、配布型の設計/構
築/テスト/手順作成追加。

２ 接続インタフェース機能追加 新方式開発およびＯＳＳ技術評価を追加。

３ 接続インタフェース機能追加
業務アプリ特性に合わせ、連携基盤プラットフォーム内のDB
を連携DB/公開DBに分離。公開DB方式を追加）

４ 利用者認証機能追加
連携基盤プラットフォームにサーバ証明書発行用の認証局
（CA）を追加。配布先パスも追加。

５ 利用者認証機能追加
認証対象を個人/業者だけでなくサーバ、アプリケーションも
対象範囲に拡張。

６ ログ管理機能追加
地域アプリケーションのトランザクションログをリバースプロキ
シが取得する方式を追加。

７ 地域クラウド間接続機能追加 リダイレクト型、不特定多数向け機能を追加。
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（２）基盤機能構築 

 

各団体との仕様調整結果を踏まえ、本市にて連携基盤プラットフォーム機能の

設計・開発を行った。 

なお、本事業で開発した連携基盤プラットフォームの機能については、「２．

２ 連携基盤プラットフォームの提供機能」にて後述する。 

 

 

（３）団体別実装調整 

 

連携基盤プラットフォームの利用にあたって、各団体は地域クラウド型アプリ

ケーションの要件等に応じて、利用する機能及びその実現方式を選択することが

できる。 

そこで、「連携基盤利用説明書[データ連携機能編]」、「連携基盤利用説明書[認

証機能編]」を各団体に展開し、各団体が選択する方式等についてヒアリングシー

トに回答頂いた。 

その後、ヒアリングシートに対する各団体の回答結果に基づいて、各団体が利

用する連携基盤プラットフォームの機能及び方式を決定した。 
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（４）接続テストの実施 

 
本事業では、連携基盤プラットフォームの実証実験を実施する前に、各団体の

地域アプリケーションと連携基盤プラットフォームとの間で疎通できることを確

認するために、接続テストを実施した。 

 

接続テストの実施に向けた作業の流れを、以下に示す。 

 

図表-2.3 接続テストの流れ 

 

 

 

まず、各団体に対して、接続テストの希望日程（予備日程含む）を確認し、日

程調整を行った。  

上記の日程調整結果を踏まえて、本市にて接続テスト計画（案）を策定し、各

団体が選択した機能の動作確認を行うための手順（疎通確認手順書）と共に、各

団体へ展開した。 

その後、接続テストの内容、進め方等について、各団体と意識合わせを行うた

めに、団体個別に接続テスト計画説明会を開催した。  

④接続テスト計画(案)
リリース

⑤接続テスト計画(案)
説明会

⑥接続テスト
仕様検討

⑨接続テスト実施
(順次)

⑩接続テスト
終了判定

⑧接続テスト計画
全体Fix

①希望日程ヒアリング

②希望日程取りまとめ

③接続テスト計画
立案

接続テストの流れ No. 項目 分担 実施単位 内容

１ 希望日程ヒアリング 笠間市 一斉
接続テストの希望日程をヒアリン
グする。

２ 希望日程取りまとめ 笠間市 一斉
各団体のヒアリング結果を取りま
とめる。

３ 接続テスト計画立案 笠間市 一斉
ヒアリング結果に基づき、接続テ
スト計画を立案する。

４ 接続テスト(案)リリース 笠間市 一斉
接続テスト計画の案を各社様へ
展開する。

５
接続テスト計画(案)
説明会

笠間市
・各団体

個別
展開した接続テスト計画の内容に
ついて、説明する。

６ 接続テスト仕様検討 各団体 個別
各団体にて、接続テストの内容を
検討いただく。

７
接続テスト仕様
取りまとめ

笠間市 個別
接続テスト仕様を確認させて頂き、
テスト計画に反映する。

８ 接続テスト計画Fix 笠間市 個別
笠間市にて、各団体の接続テスト
計画を策定する。

９ 接続テスト実施
笠間市
・各団体

個別
計画に基づき、接続テストを実施
する。

10 接続テスト終了判定
笠間市
・各団体

個別
接続テストの結果に基づいて、実
証実験への移行可否を確認する。

⑦接続テスト
仕様取りまとめ
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各団体に対する接続テスト説明会の実施日程を、以下に示す。 

  

団体名 実施日程 

武雄市 9/26 

延岡市 10/8 

会津若松市 10/9 

京都府 10/15、11/22 

田原本町 11/15 

笠間市 11/28 

 

なお、接続テストの実施期間中は、本市にて各団体からの問い合わせ、質問等

に対応し、必要に応じて、課題解決の支援等を実施した。 

 

（５）実証実験の実施 

 
接続テストと同様に、実証実験についても本市にて実施計画（案）を作成し、

各団体に展開した。 

接続テストは、団体毎に進捗状況にばらつきがあったため、連携基盤プラット

フォームの実証実験は、上記「接続テスト」が完了した団体から順次実施するこ

ととした。具体的には、各団体における地域クラウド型アプリケーションの実証

実験スケジュールを確認し、その実証スケジュールに併せて、連携基盤プラット

フォームの実証実験を実施した。 

なお、連携基盤プラットフォームの実証は、連携基盤プラットフォームとして

の実証の観点（検証項目）を本市にて「実証結果回答票」に整理・展開し、各団

体が「実証結果回答票」にそれぞれ回答するという方法で進めた。 

 

（６）実証結果の取り纏め 

 

各団体から回答頂いた「実証結果回答票」に基づいて、本市にて連携基盤プラ

ットフォームの実証結果を開発実証報告書に取り纏めた。 
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２．２ 連携基盤プラットフォームの提供機能 

 

本事業で開発した連携基盤プラットフォームの提供機能は、下記（１）～（６）であ

る。 

 

なお、（６）公開型データ用 API 機能は、連携基盤プラットフォームをオープンデー

タの基盤として利用することが想定されたため、追加した機能である。 

 

以下、それぞれの機能の目的、概要を示す。 

    

  （１）接続インタフェース機能  

（２）連携データベース機能 

（３）監査ログ機能 

  （４）利用者認証・権限管理機能 

  （５）統合アクセスコントロール機能 

（６）公開型データ用API機能 

 

図表-2.4 連携基盤プラットフォームが提供する機能 
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（１）接続インタフェース機能 

 

ア．目的 

地方自治体が保有する行政データは、広く一般に公開され得る情報（観光情報

等）と、秘匿性の高い情報（社会保障サービスの受給状況等）に分けられ、それ

ぞれの性質を踏まえて適切に取扱うことが求められる。 

本事業では、これら 2 つの異なる性質のデータを、それぞれの特性を踏まえた

安全な方法で民間事業者等へ提供する必要がある。 

そこで、情報提供側（自治体）と情報利用側（民間事業者等）とで情報連携に

関する要件（対応可能な連携方式、タイミング等）が異なることも踏まえ、それ

らに対応可能な方式として、「自治体 DB 参照方式」「連携 DB 方式」「ファイル

送達方式」を実装した。 

 

接続インタフェース機能における 3 方式のイメージを、下図に示す。 

 

図表-2.5 接続インタフェース機能の実現イメージ 
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イ．概要 

①自治体DB参照方式 

自治体DB参照方式は、地域クラウド型アプリケーションからのデータ要求に

対して、自治体アプリケーション側に構築される「庁内情報公開用ＤＢ」への

接続を中継することでデータ連携サービスを提供する方式である。 

   

本方式を用いることにより、自治体アプリケーションから地域クラウド型ア

プリケーションに対して、高い秘匿性の求められる情報（個人情報など）を、

連携基盤プラットフォームに保持することなく提供することができる。 

 

自治体DB参照方式の実現イメージを、下図に示す。 

 

 

図表-2.6 自治体 DB 参照方式の実現イメージ 
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②連携DB方式 

連携DB方式は、連携基盤プラットフォーム内にデータベース(＝後述する「連

携データベース機能」を参照)を構築して、連携データを連携基盤プラットフォ

ーム内に保持し、更新、検索などの機能によりデータ連携サービスを提供する

方式である。 

 

本方式を用いることにより、自治体アプリケーション・地域クラウド型アプ

リケーション間に非同期のデータ連携サービスを提供することができる。 

また、一度連携されたデータは、再利用(二次利用)することができる。 

 

連携DB方式の実現イメージを、下図に示す。 

 

 

図表-2.7 連携 DB 方式の実現イメージ 
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③ファイル送達方式 

ファイル送達方式は、ファイル単位にデータを中継することでデータ連携サ

ービスを提供する方式である。 

 

本方式を用いることにより、一括処理結果のデータ連携などを実現すること

ができる。 

なお、プロトコルについては、将来的なLGWAN接続を考慮し、ftpではなくhttps

を採用した。 

 

ファイル送達方式の実現イメージを、下図に示す。 

 

 

図表-2.8 ファイル送達方式の実現イメージ 
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（２）連携データベース機能 

   

ア．目的 

前述の「（１）接続インタフェース機能」における「連携データベース方式」

は、地域クラウド型アプリケーションと自治体アプリケーション間の非同期のデ

ータ情報サービスを提供する方式である。 

本方式を利用する場合、連携基盤プラットフォーム内に連携データを保持する

必要があるが、連携データの性質によって、「恒久的に保持すべき場合」と「極

力保持する期間を短くすべき場合」が考えられる。 

そこで、いずれの場合にも対応できるように、「連携データベース方式」「公

開データベース方式」という 2 つの方式を提供した。 

 

連携データベース機能の実現イメージを、下図に示す。 

 

 

図表-2.9 連携データベース機能の実現イメージ 
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イ．概要 

①連携データベース方式 

「連携データベース方式」は、連携基盤プラットフォームにデータを保持す

る期間を最低限に抑えながら、自治体アプリケーション・地域クラウド型アプ

リケーション間の非同期なデータ連携を実現する方式である。 

 

本方式で連携されたデータは、恒久的な保管を行わず、システム運用上定め

た一定のサイクルで消去する。 

 

②公開データベース方式 

「公開データベース方式」は、連携基盤プラットフォームに恒久的にデータ

を保持しつつ、自治体アプリケーション・地域クラウド型アプリケーション間

の非同期なデータ連携を実現する方式である。 

 

本方式で連携されたデータは、法定保管年限など業務(あるいはサービス) 上

定めた期限までは消去されない。 
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（３）監査ログ機能 

 

ア．目的 

地方自治体が提供するデータ、特に「個人情報」については、適切に利用され

ていることを地方自治体自らが確認すると共に、住民等からの情報公開請求に対

応することが必要である。 

また、万が一、提供するデータの漏洩、不正利用等が生じた場合には、その原

因、不正利用のルート等を特定できるようにしておく必要がある。 

そこで、いつ、誰から誰に、どんな情報が提供されたか等の情報を「監査ログ」

として管理し、必要に応じて参照可能とすることを目的として、本機能を提供し

た。 

 

  イ．概要 

監査ログ機能は、自治体アプリケーションと地域クラウド型アプリケーション

との間におけるデータ連携の監査ログサービスを提供する機能である。 

 

これにより、利用者及びアプリケーションによる情報アクセスについて、トレ

ーサビリティを確保し、情報公開請求への対応等を可能とする。 

監査ログ機能の概要を、下表に示す。 

 

図表-2.10 監査ログ機能の概要 

項目 内容 

収集対象  ・「接続インタフェース機能」が出力するアクセスログ。 

フォーマット ・テキスト形式 

機能詳細 

■正規化機能 
・検索や参照（表示／印刷）等を可能とするために必要に応じて加工
を行い、データベースへ蓄積する。 

■検索・参照機能 
・データベースへ蓄積された監査ログを表示、印刷する。各種キーワ
ードやパラメータにて検索や絞込みと結果参照を行う。 

■アーカイブ機能 
・蓄積するログ情報は稼働期間が長くなると大量になることが想定さ
れるため、ログ格納領域は将来的に拡張が可能であるものとし、必要
に応じて外部媒体に退避する等を想定する。 

 

また、後述する「統合アクセスコントロール機能」と連動して、利用者と地域

クラウド型アプリケーション間の通信内容についても、同様のサービスを提供し

た。 
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（４）利用者認証・権限管理機能 

 

ア．目的 

「（３）監査ログ機能」を適切に利用する前提として、情報利用側（地域クラ

ウド型アプリケーション、利用者）を正しく把握することが必要である。 

そこで、情報利用側の正当性を確認するために、「PKI 認証局」「利用者認証機

能」を提供した。 

 

ただし、上記の認証機能のみを提供することとした場合、認証された利用者で

あれば、その属性等に限らず、全ての情報にアクセスすることが可能となる。こ

の場合、限られた利用者しか参照すべきではない情報に対して、本来アクセスす

べきではない利用者が不当にアクセスすることを防ぐことができない。 

上記の不当なアクセスを防止するという観点で、認証された利用者の属性（役

職等）に基づいてアクセスできる情報の範囲を制限するために、「権限管理機能」

を提供した。 

 



地域経営型包括支援クラウドモデル事業 
開発実証実験報告書（連携基盤プラットフォーム） 

 

17 

イ．概要 

①PKI認証局 

連携基盤プラットフォームにPKI認証局を配置し、当該認証局から地域クラウ

ド型アプリケーションに対して、サーバ認証及びアプリケーション認証のため

のサーバ証明書及びコードサイニング証明書を発行することとした。 

これにより、データ連携を行おうとしている地域クラウド型アプリケーショ

ンが、真の地域クラウド型アプリケーションであることを認証し、偽装された

偽の地域クラウド型アプリケーションからの成りすましによるデータ連携を遮

断することができる。 

 

また、インターネットを通じた利用者に対しては、情報提供者が正規のサー

バである事を証明するために、商用の認証機関より発行されたグローバル証明

書を使用した。 

 

PKI認証局の実現イメージを、下図に示す。 

 

 

図表-2.11 PKI 認証局の実現イメージ 
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②利用者認証機能 

地域クラウド型アプリケーションの利用者は、地域クラウド型アプリケーシ

ョンの介護事業者職員や介護サービス利用者などの「特定ユーザ」と、インタ

ーネット上の「不特定ユーザ」が想定される。 

そのうち、本事業の連携基盤プラットフォームでは、「特定ユーザ」を対象

として、利用者認証機能を提供した。 

 

具体的には、特定ユーザがアクセスしてきた際に、連携基盤プラットフォー

ムは地域クラウド型アプリケーションの利用者を認証すると共にポータル画面

を提供し、ＳＳＯ(シングル・サイン・オン)サービスを提供した。 

利用者ポータルによる認証を経た後は、地域クラウド型アプリケーションに

対して利用者認証／許可（属性）情報を受け渡し、地域クラウド型アプリケー

ション内の各機能の利用者認証や許可については、各地域クラウド型アプリケ

ーションにて実装することとした。 

 

また、通信は、ポータル認証以降リバースプロキシ方式により常に連携基盤

プラットフォームを通過することとし、この際のログ情報についても連携基盤

プラットフォームにて監査用に保管した。 

 

なお、地域クラウド型アプリケーション側で生体認証などの独自認証を採用

する場合については、連携基盤プラットフォームからインタフェースを公開し、

地域クラウド型アプリケーション側で認証機能を実装することとした。 
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利用者認証機能の実現イメージを、下図に示す。 

 

図表-2.12 利用者認証の実現イメージ 

 

 

A.連携基盤プラットフォーム提供の利用者認証を使わない場合 

●不特定利用者向けサービス 

●独自認証のみを使う場合 

・ポータルによるサービスの振り分けは行えないため、呼び出す URL レベルで振り分けを

行い、リバースプロキシ経由で通信を行う。 

 

B.連携基盤プラットフォーム提供の利用者認証を使う場合 

・利用者認証ポータルを示す URL で画面を呼び出し、認証情報（利用可能なアプリを使え

る/使えないレベルの権限情報も含む）との照合を行い、認証が成功した場合には該当ア

プリケーションに利用者情報を引き渡す。公共クラウドアプリケーション側での認証が成

功した後はリバースプロキシ経由で通信を行う。 

・本認証の仕組みで出力されるリバースプロキシのログ情報及び利用者認証で出力される

認証ログは、将来的に必要となる課金管理の INPUT 情報に活用する。 
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③権限管理機能 

権限管理機能は、認証された利用者の認証／認可（属性）情報等を用いて、

当該利用者が利用可能なアプリケーション(＝ポータルに表示されるアプリケ

ーションシステム)を制御する。 

 

制御単位としては、個人単位だけでなく組織単位や職位単位等を組み合わせ

て制御することを可能とした。 
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（５）統合アクセスコントロール機能 

 

ア．目的 

連携基盤プラットフォームにアクセスする利用者は、地方自治体を初めとする

公的機関や民間事業者、不特定多数の個人・法人等、多岐にわたっている。 

また、アクセスする際のネットワークについても、専用線、インターネット、

LGWAN 等、様々な種別が考えられる。 

そこで、利用者や回線の種別に応じて、適切にアクセス制御を行うために、統

合アクセスコントロール機能を提供した。 

 

  イ．概要 

統合アクセスコントロール機能は、地域クラウド型アプリケーションの利用者

に対して、ログインサービスと地域アプリケーションへの接続サービス(リバース

プロキシ)を提供する。 

具体的には、自治体アプリケーションや地域クラウド型アプリケーション側の

要件に応じた制御を行うことが可能である。 

 

（例） 

・不特定ユーザに対しては、特定ユーザ認証のためのログイン画面を表示せずに、地域ア

プリケーションへリダイレクトする 

・インターネットからの接続に対しては、常にリバースプロキシ機能のみにアクセス可能

とする 等 

 

 

また、利用者と地域クラウド型アプリケーション間の通信内容については、監

査ログ機能と組み合わせて証跡を保管する。 

 



地域経営型包括支援クラウドモデル事業 
開発実証実験報告書（連携基盤プラットフォーム） 

 

22 

統合アクセスコントロール機能の実現イメージを、下図に示す。 

 

図表-2.13 統合アクセスコントロール機能の実現イメージ 
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（６）公開型データ用 API 機能 

 

ア．目的 

地方自治体が保有するデータは、各自治体のホームページ等で公開されている。

しかし、同じ種類の情報であっても、データ項目の名称や意味、データ形式等が

ばらついているため、民間企業等にとって有用なデータであっても、十分に活用

することができていない。 

そこで、地方自治体が保有するデータを民間企業等が有効活用し、新たなサー

ビス創出等を支援するための仕組みとして、「公開型データ用 API 機能」を整備

した。 

 

なお、本事業では「観光情報」を対象とした。 

 

イ．概要 

公開型データ用 API 機能として、連携基盤プラットフォームに実装した内容を

下表に示す。 

 

図表-2.14 公開型データ用 API 機能として実装した内容 

# 成果物名 内容 

1 公開型データ標準 

レイアウト 

各自治体が観光情報を連携基盤プラットフォーム上にアッ

プロードする際に使用するフォーマット（Excel ファイル）

2 公開型データ抽出 API 公開型データを利用者が取得する際に呼び出す抽出用 API

3 公開型データ 

利用ガイダンス 

公開型データの利用者（アプリケーション開発者等）向け

に、提供する公開型データの内容等を説明する Web ページ

4 公開型データ管理 

アプリケーション 

公開型データの提供側（自治体等）が利用する Web アプリ

ケーション 

 

以下、各成果物について、それぞれの概要を順に示す。これら標準レイアウト、

ＡＰＩ、web ページ、web アプリケーションについては、連携基盤プラットフォー

ム上で機能の検証を実施し、活用の可能性を確認した。 
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①公開型データ標準レイアウト 

公開型データを民間企業等が有効活用するためには、提供されるデータ項目

の形式等が標準化されている必要がある。 

そこで、各自治体が観光情報を入力する際に使用する標準的なフォーマット

として、観光情報の「公開型データ標準レイアウト」を整備した。 

観光情報の「公開型データ標準レイアウト」に定義したデータ項目及びその

記入例を、下表に示す。 

 

図表-2.15 公開型データ標準レイアウト（観光情報） 1/2 

 

項目 説明 記入例
名称 一般名称 表記 一般的な名称の表記を表します。 金閣寺

よみ 一般的な名称のよみを表します。 きんかくじ
正式名称 表記 正式名称の表記を表します。 鹿苑寺

よみ 正式名称のよみを表します。 ろくおんじ

説明情報[0] 見出し
説明文の種類を文字列で、全体概要、施設概要、交通概要、
コース概要、みどころ、ビューポイントのいずれかの文字列を指
定する。

みどころ

説明文
説明文の本文です。 日本有数の観光都市である京都市

の玄関となる駅である。
場所情報 エリア 大エリア 大エリア名称を文字列で表します。 近畿

中エリア 中エリア名称を文字列で表します。 京都
小エリア 小エリア名称を文字列で表します。 祇園

地域メッシュ 一次メッシュ 所在地が含まれる一次メッシュ番号を表します。 5235
二次メッシュ 所在地が含まれる二次メッシュ番号を表します。 36
三次メッシュ 所在地が含まれる三次メッシュ番号を表します。 90

座標/経度 所在地の経度を表します。 135.7580566
座標/緯度 所在地の緯度を表します。 34.98647424
郵便番号 所在地の郵便番号を表します。 601-8361
都道府県名 所在地の都道府県名を表します。 京都府
市区町村名 所在地の市区町村名を表します。 京都市
場所 所在地の場所を表します。 北区金閣寺町1
ビル等 所在地のビルの名称とフロアを表します。 京都駅ビル 11F
電話番号 所在地の電話番号を03-1234-1234のように表します。 075-461-0013
ファックス番号 所在地の電話番号を03-1234-1234のように表します。 075-461-0013
メールアドレス 所在地のメールアドレスです。 test@test.co.jp
ホームページ 所在地のホームページのURLです。 http://test.jp

管理情報 市区町村コード 地方公共団体コードを表します。 261009
参照番号 情報提供元での管理番号など参照情報を表します。 26100ab1231234567
参照枝番 情報提供元での枝番号を表します。 1234567
ジャンル情報 大ジャンル 大ジャンルの文字列を表します。 花を訪ねて

中ジャンル 中ジャンルの文字列を表します。 水上観光
小ジャンル 小ジャンルの文字列を表します。 社寺めぐり

キーワードコードの並び キーワードコード(4桁整数 0パディング)を配列で表します。 10,102,010,301
状態 最終修正日時 最後に修正した日時を2014-08-10 02:01:12のように表します。 2014/8/10 2:01

登録者 このデータの登録者を文字列で表します。 観光 太郎
日観協項目番号 旧日本観光協会項目番号を表します。 1.23457E+14

入場情報 特徴[0] 区分
区分を次の文字列で表します。指定公園、文化財、動物、植物、
味覚狩り、観光漁業、温泉施設、温泉種類、温泉泉質、温泉効
能、宗派、祭神、ご利益、その他

味覚狩り

区分内容 区分に対応して定められている区分内容を表します。 潮干狩り
作成年代 文化財などの作成年代を文字列で表します。 (「～時代」 など) 鎌倉時代
指定年 指定公園、文化財などの指定年を整数で表します。 1970
開始月 味覚狩り、観光漁業などの開始月を文字列で表します。 7月
終了月 味覚狩り、観光漁業などの終了月を文字列で表します。 ８月
子供料金 味覚狩り、観光漁業などの子供料金を整数で表します。 300
大人料金 味覚狩り、観光漁業などの大人料金を整数で表します。 500
団体料金 味覚狩り、観光漁業などの団体料金を整数で表します。 200

備考
備考を表します。区分情報に関連する付加的な情報は全て備考
に表します。また、温泉の混浴、車椅子対応などの情報も、文字
列として備考に表します。

持ち帰りは1kgまで

利用情報 期間情報
観光対象がオープンしている期間を文字列で表します。 通年、
定期、不定期、のいずれかを表します。

定期

期間の並び[0] 種別
期間の種別を文字列で表します。 営業、公開、休業、のいずれ
かの文字列を表します。

営業

季節
期間の対象となる季節を文字列で表します。 春、夏、秋、冬、の
いずれかを表します。

夏

開始日 開始日を,2014-04-01のように表します。 2014/4/1
終了日 終了日を、2014-04-02のように表します。 2014/4/2

曜日
期間の対象となる曜日を文字列で表します。 月、火、水、木、
金、土、日、のいずれかを表します。複数の場合は列挙する。(火
水 など)

火

時間帯
その期間における営業や公開の開始時刻を，文字列で表しま
す。 ２４時間制で表します。 （１日は、0:00～23:59）但し２４時間
営業している場合は24:00を記入する。

8:00～19:00

備考 補足的な情報があれば文字列で表します。 雨天の場合は、翌日に延期します。

予約情報 予約方法
観光対象の予約方法を文字列で表します。 直接、はがき、
FAX、電話、メール のいずれかを表します。

電話

予約先名称 予約先の名称を文字列で表します。 鹿苑寺 事務局
郵便番号 予約先の郵便番号を表します。 601-8361
都道府県名 予約先の都道府県名を表します。 京都府
市区町村名 予約先の市区町村名を表します。 京都市
場所 予約先の場所を表します。 北区金閣寺町1
ビル等 予約先のビルの名称とフロアを表します。 京都駅ビル 11F
電話番号 予約先の電話番号を03-1234-1234のように表します。 075-461-0013
ファックス番号 予約先の電話番号を03-1234-1234のように表します。 075-461-0013
メールアドレス 予約先のメールアドレスです。 test@test.co.jp
ホームページ 予約先のホームページのURLです。 http://test.jp

送迎バス 乗車場所 送迎バス乗車場所を文字列で表します。 八条口・自家用駐車場前周辺
運行状況 サービス頻度 送迎バスサービス頻度を文字列で表します。 約15分間隔

時間帯 送迎バス時間帯を文字列で表します。 7:30～21:00
事前 事前連絡 事前の連絡が必要、不要を指定する。 不要

事前予約 事前の予約が必要、不要を指定する。 不要
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図表-2.15 公開型データ標準レイアウト（観光情報） 2/2 

 

項目 説明 記入例
入場情報 アクセス情報[0] 起点 名称 経路の起点を表します。 京都駅

種類 経路の起点の種類を、駅、IC、バス停、空港、で表します。 駅
座標/経度 経路の起点の経度を表します。 135.7580566
座標/緯度 経路の起点の緯度を表します。 34.98647424

出発時刻 出発時刻を表します。 7:24
到着時刻 到着時刻を表します。 8:05
時間 経路全体での所要時間を分で表します。 20
金額 経路全体での交通費を円で表します。 200
経路詳細[0] 区間の種類 路線の種類を、自動車、電車、バス、徒歩で表します。 電車

区間終点 名称 区間の終点の名称を表します。 京都駅
種類 区間の終点の種類を、駅、IC、バス停、空港、で表します。 駅
座標/経度 区間の終点の経度を表します。 135.7580566
座標/緯度 区間の終点の緯度を表します。 34.98647424
待ち時間 区間の終点での乗り換えのための待ち時間を分で表します。 12

出発時刻 区間の出発時刻を表します。 7:24
到着時刻 区間の到着時刻を表します。 8:05
区間時間 その区間での所要時間を分で表します。 10
区間距離 その区間での距離をkmで表します。 8
区間料金 その区間での料金を円で表します。 50
路線 路線名 路線名を表します。 烏丸線

路線運営 路線の運営会社を表します。 JR西日本

宿泊情報 宿泊種別

次のいずれかの種類を表します。公営国民宿舎、民営国民宿
舎、国民休暇村、家族旅行村、青少年旅行村、公益ユースホス
テル、民間ユースホステル、かんぽの宿、メルパルク、労働福祉
事業団休養所、国民年金保養センター、大規模年金保養基地、
ハイツ・いこいの村、厚生年金会館、日本観光旅行連盟加盟旅
館、国際観光旅館連盟加盟旅館、ビジネスホテル、日本ホテル
協会会員ホテル、民宿、ペンション、その他

青少年旅行村

部屋情報[0] 部屋のタイプ
部屋のタイプの名称を文字列で表します。 名称として使用する
標準的な文字列は以下の通りとする。 和室 和洋室 シングル
ダブル ツイン コテージ その他

シングル

数 そのタイプの部屋の総数を整数で表します。 50
一泊一食小人料金 一泊一食小人料金を円単位で表します。 6000
一泊一食大人料金 一泊一食大人料金を円単位で表します。 7000
一泊二食子人料金 一泊二食小人料金を円単位で表します。 8000
一泊二食大人料金 一泊二食大人料金を円単位で表します。 9000
素泊まり料金 素泊まり料金を円単位で表します。 5000
朝食料金 そのタイプの部屋の朝食料金を円単位の整数で表します。 800
夕食料金 そのタイプの部屋の夕食料金を円単位の整数で表します。 4000

備考
補足的な情報を表します。 例えば、2泊3食料金や、各種プラン
の料金など。

連泊エコプランあり。

画像情報[0] 写真の名前 表記 写真の名前の表記を表します。 金閣寺
よみ 写真の名前のよみを表します。 きんかくじ

撮影年月日 写真を撮影した年月日を表します。 2013/4/4
撮影場所 写真を撮影した場所を表します。 二条城北大手門前
座標/経度 撮影場所の経度を表します。 135.7580566
座標/緯度 撮影場所の緯度を表します。 34.98647424
著作権の有無 著作権の有無を、有、または無と表します。 有
写真ファイル取得用ID 写真のファイル名を取得する際に指定するＩＤを表します。 /2014/001/002/003/L.jpg

付帯設備情報[0] 付帯設備の種類

種類を次の文字列から指定する。 室内施設、室外施設、イベン
ト施設、飲食施設、バリアフリー設備、子供向け設備、使用機材
(各種乗物)、スキーリフト、スキー施設、実演、体験、持ち帰り、
ショー、その他

スキーリフト

名称

付帯設備の名称を文字列で表します。 (例: マージャン、カラオ
ケ、卓球、プール、ゲーム、ボーリング、テニスコート、ゴルフ場、
海水浴場、ホール、会議場、料理専門店、点字案内、乳幼児専
用ルーム、盲導犬の受け入れ、車椅子専用スロープ、 船、バ
ス、タクシー、レンタカー、レンタサイクル、リフト、ケーブルカー、
ロープウェイ、モノレール等など)

海水浴場

備考
付帯設備に関する説明を文字列で表します。 例えば、その付帯
施設の営業時間、利用料金などの情報を表します。また、使用
機材の運行頻度、運行回数も備考に表します。

天候により営業時間が変更になりま
す。

数量 付帯設備がいくつあるかを単位つきの文字列で表します。 1
トイレ情報[0] 身体傷害者トイレ数 身体傷害者トイレの数を表します。 1

乳幼児同伴トイレ数 乳幼児同伴トイレの数を表します。 1
座標/経度 トイレの経度を表します。 135.7580566
座標/緯度 トイレの緯度を表します。 34.98647424

駐車場情報[0] 名称 駐車場名称を文字列で表します。 駅前パーキング
会社名 会社名を文字列で表します。 京都開発

所要時間
駐車場から観光対象までの徒歩所要時間を，分単位の整数で
表します。

5

料金有無
駐車料金の有無を文字で表します。 有料なら有、無料なら無と
表します。

有料

駐車可能台数 普通車の駐車可能台数 普通車の駐車可能台数を整数で表します。 3
大型車の駐車可能台数 大型車の駐車可能台数を整数で表します。 2
特殊車の駐車可能台数 特殊車の駐車可能台数を整数で表します。 1

座標/経度 駐車場の経度・緯度を表します。 135.7580566
座標/緯度 駐車場の経度・緯度を表します。 34.98647424
郵便番号 駐車場の郵便番号を表します。 601-8361
都道府県名 駐車場の都道府県名を表します。 京都府
市区町村名 駐車場の市区町村名を表します。 京都市
場所 駐車場の場所を表します。 北区金閣寺町1
ビル等 駐車場のビルの名称とフロアを表します。 京都駅ビル 11F
電話番号 駐車場の電話番号を03-1234-1234のように表します。 075-461-0013
ファックス番号 駐車場の電話番号を03-1234-1234のように表します。 075-461-0013
メールアドレス のメールアドレスです。 test@test.co.jp
ホームページ 駐車場のホームページのURLです。 http://test.jp

コース情報 観光コースジャンル 観光コースの分類ジャンルを文字列で表します。 初めての京都観光コース
所要時間 日帰りの場合の所要時間を表します。 ５時間

所要日数
コースの宿泊タイプを文字列で表します。 日帰り、1泊2日、2泊3
日、等。

日帰り

スケジュール[0] 日程
経由地を訪問する日程を、1泊目に行くところであれば1といった
ように表す。

1

経由地の名前 表記 経由地の名前の表記を表します。 金閣寺
よみ 経由地の名前のよみを表します。 きんかくじ

経由地種別
経由地が宿泊地であれば0、宿泊地より前の経由地であれば
1、宿泊地より後であれば2で表します。

1

食事
朝食ならば1、 昼食ならば2、夕食ならば3というように、経由地
で食事を取るこを表す。

1

滞在時間 経由地の見学に要する滞在時間を分単位で表す。 70
都道府県 経由地が所在する都道府県を文字列で表します。 京都府
座標/経度 経由地の経度を表します。 135.7580566
座標/緯度 経由地の緯度を表します。 34.98647424

ガイド情報 予約
ガイドの予約が可能かどうかを文字列で表します。 可、不可の
いずれかを表します。

可

料金 ガイド料金を単位込みの文字列で表します。 8000
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②公開型データ抽出API 

公開型データの利用者が観光情報の取得要求を行う際、様々な条件に基づく

抽出を可能とするために、抽出APIを整備した。 

具体的には、「所在地」「カテゴリ」「総称名称」「施設名称」「緯度経度」

「最寄り駅」を抽出キーとする抽出APIを整備した。 

 

公開型データの利用者は、利用者側のニーズに即した抽出APIを呼び出すこと

で、必要な情報を取得することができる。 

 

 

③公開型データ利用ガイダンス 

公開型データ利用ガイダンスは、公開型データの利用者（アプリケーション

開発者等）向けに、連携基盤プラットフォームが提供する公開型データの内容

等を説明するWebページとして作成した。 

 

利用ガイダンスの構成要素及びそれぞれの画面イメージを、以下に示す。 

 

図表-2.16 公開型データ利用ガイダンスの構成要素 

# 構成要素 内容 

1 公開型データの項目詳細 データ項目毎に、JSON 表記、XML 表記それぞれの例を

示す。 

2 データ抽出 API 利用者が観光データを取得する際に利用可能な API と

そのアクセス URL を示す。 

3 利用方法 各抽出 API について、説明、仕様、呼び出し（JSON の

例）、結果（JSON の例）、呼び出し（XML の例）、結

果（XML の例）を示す。 
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図表-2.17 公開型データの項目詳細 画面イメージ（観光情報の「名称」） 

 

 

 

詳細を確認したい

「データ項目」を 

クリック 

※ここでは「名称」を 

クリックした例 
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図表-2.18 データ抽出 API 画面イメージ 
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図表-2.19 利用方法 画面イメージ（最寄り駅抽出 API の例） 
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④公開型データ管理アプリケーション 

公開型データ管理アプリケーションは、公開型データの提供側（自治体等）

向けのサービスとして整備した。 

具体的には、「各自治体にて公開型データ標準レイアウトに入力した観光情

報の連携基盤プラットフォームへのアップロード」、「一度アップロードした

データの更新」等の際に利用する仕組みである。 

 

アップロード及び更新の際の画面イメージを、下図に示す。 

 

図表-2.20 公開型データ管理アプリケーション 画面イメージ（アップロード） 

 

 

 

アップロード対象の 

ファイルを指定し、 

「アップロード」ボタン

を押下することで、公開

型データの登録が完了す

る 
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図表-2.21 公開型データ管理アプリケーション 画面イメージ（更新） 

 

 

 

本画面でエクセルファイ

ルのデータ項目を修正

し、「アップロード」ボ

タンを押下することで、

データ更新が完了する。 
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２．３ 各団体が利用した連携基盤プラットフォームの機能 

 

先述した連携基盤プラットフォームの機能について、団体別の利用状況の整理結果を、

下表に示す。 

 

図表-2.22 各団体が利用した連携基盤プラットフォームの機能 

 接続インタ 

フェース機能 

  

連携データ 

ベース機能 

監査ログ  

機能 

利用者認証・ 

権限管理機能 

統合アクセス

コントロール

機能  

笠間市 
○ ― ○ ○ ○ 

会津若松市  
○ ― ○ ○ ○ 

田原本町  
○ ○ ○ ○ ○ 

延岡市  
○ ○ ○ ○ ○ 

武雄市  
○ ― ○ ― ○ 

京都府  
○ ― ― ○ ― 

【凡例】 

○：利用した機能 

―：利用していない機能 

 

 

なお、「公開型データ用 API 機能」は、追加開発した機能であるため、連携基盤プラ

ットフォーム上での実証にとどめた。 
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２．４ 連携基盤プラットフォーム機能の提供方式 

 

連携基盤プラットフォーム機能の提供方式は、各団体の事情に合わせて選択できるよ

うに、「ネットワーク接続型」と「配布型」の 2つを用意した。 

ネットワーク接続型及び配布型について、それぞれの概要、各団体で負担する経費、

各団体に対する支援作業を、下表に示す。 

 

図表-2.23 連携基盤プラットフォーム機能の提供方式 

項目 ネットワーク接続型 配布型 

概要  本市が構築・利用する連携基盤プラ

ットフォーム環境に接続して、その

機能を利用する形態。  

本市が構築・利用する連携基盤プラ

ットフォーム機能（ソフトウェア）

を各団体側環境にデリバリーし使用

する形態。  

各団体での 

経費負担部分  

連携基盤プラットフォームを配置

するＩＤＣまでのネットワーク回

線経費を、機能利用期間について負

担。  

連携基盤プラットフォーム機能を格

納するハードウェアを各団体で用

意。 

 

各団体に対する

支援作業  

①基盤機能利用方法の説明  

②連携情報/方式のすり合わせ作業 

③ポータル機能設定調整作業  

④連携データの定義及びテーブル

定義作業 (各団体におけるデータ

連携機能の実装）  

⑤ネットワーク接続試験作業  

⑥連携試験（ポータル機能及びデー

タ連携機能）  

⑦稼動監視（実証期間）  

⑧問い合わせ対応（実証期間）  

①基盤機能利用方法の説明  

②連携情報/方式のすり合わせ作業 

③ポータル機能設定調整作業  

④連携データの定義及びテーブル定

義作業 (各団体におけるデータ連携

機能の実装）  

⑤各団体様環境での環境構築  

⑥連携試験（ポータル機能及びデー

タ連携機能）  

⑦問い合わせ対応（実証実験期間）

その他  ― 今後の継続利用におけるコスト負担

軽減を鑑み、機能を実現するための

ミドルウェア（J2EE,DBMS）について

はオープンソース製品を適用  
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また、配布型で連携基盤プラットフォームを利用する場合、連携基盤プラットフォー

ム用のハードウェアの調達、据付、OS インストール、ネットワーク設定等を各団体が

実施する必要がある。 

配布型で必要となるハードウェアについて、機器の配置パターンを下図に示す。 

 

図表-2.24 配布型における基盤機器の配置パターン 

 

 

 

 

なお、本事業においては、各団体と調整した結果、全団体が「ネットワーク接続型」

にて連携基盤プラットフォームの機能を利用しており、「配布型」の利用は来年度以降

となる。 
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第３章 実施スケジュール 

 

本事業における連携基盤プラットフォームでの作業内容及び構築スケジュールを、下

図に示す。 

 

図表-3.1 本事業における連携基盤プラットフォームのスケジュール 

# 作業項目 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

1 基盤機能 

仕様調整   

            

2 基盤機能構築             

3 団体別実装調

整   

            

4 接続テストの 

実施  

            

5 実証実験の 

実施 

            

6 実証結果の 

取り纏め 

            

 

なお、「接続テスト」及び「実証実験」に関しては、各団体の進捗状況に応じて個別

に日程調整した上で進めた。 

各団体の接続テスト及び実証実験の実施スケジュールを、以下に示す。 

 

 ■接続テストの実施日程 

団体名 実施日程 

武雄市 10/14～10/23 

延岡市 11/11～1/14 

会津若松市 11/13～11/19 

京都府 2/3～2/5 

田原本町 12/2～12/6 

笠間市 1/9～2/14 

 

 

 

※API 機能 
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■実証実験の実施日程 

団体名 実施日程 

武雄市 2/3～3/3 

延岡市 2/1～2/28 

会津若松市 12/2～2/28 

京都府 2/20～3/7 

田原本町 12/11～3/20 

笠間市 2/17～2/28 
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第４章 実証実験報告 

 

本事業における連携基盤プラットフォームの実証実験の目的を踏まえ、実証の観点

（検証項目）を整理した。 

 

以下、これらの実証の観点（検証項目）に基づいて、「１．機能」、「２．運用」、

「３．利用形態」、「４．制度」それぞれの実証結果を示す。 

 

実証実験の目的と実証の観点（検証項目）との対応関係を、下図に示す。 

 

 

図表-4.1 実証実験の目的と実証の観点（検証項目）との対応関係 

 

 

 

 

連携基盤プラットフォームが共
通的なシステム機能を提供する
ことの効果の実証

地域経営型包括支援クラウドモ
デルを整備する上での課題及
び解決策の導出

機能

運用

利用形態

制度

【実証実験の目的】 【実証の観点（検証項目）】
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（１）機能 

本事業で連携基盤プラットフォームが提供した機能の有用性、効果を検証する

観点 

 

（２）運用 

連携基盤プラットフォームの望ましい運用（適切な稼働時間帯）と、その実現

に向けた課題を整理する観点 

 

（３）利用形態 

ネットワーク接続型で連携基盤プラットフォームの機能を利用する場合の費用

負担のあり方と、その実現に向けた課題を整理する観点 

 

（４）制度 

連携基盤プラットフォームを介したデータ連携における制度面の課題を整理す

る観点 
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４．１ 機能 

連携基盤プラットフォームが提供する「機能」についての実証内容を整理する。 

 

（１）実証の概要・目的 

 

連携基盤プラットフォームが地域クラウド型アプリケーションに対して共通的

な機能を提供することで、下記の効果が期待される。 

 

・共通機能の高位平準化 
・ハードウェア、ソフトウェア、開発に対する投資の効率化 
・各アプリケーションの連携開発コストの低減 
 

その一方で、連携基盤プラットフォームに求める機能は、各団体の特性（地域

クラウド型アプリケーションで取り扱う情報の種類、システムの構成等）によっ

て異なると想定される。 

 

そこで、本事業で提供する連携基盤プラットフォームの機能の有用性評価及び

その他に連携基盤プラットフォームが提供すべき共通機能の導出を目的として、

「機能」についての実証を行った。 
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（２）実証の内容 

 

各団体が利用した連携基盤プラットフォームの機能について、それぞれの有用

性を評価して頂いた。 

「有用でない」と評価頂いた機能については、その理由、改善点等を併せて回

答頂いた。 

 

また、来年度以降に連携基盤プラットフォームが提供すべき機能を検討する参

考情報として、本事業で連携基盤プラットフォームが提供した機能の他に、連携

基盤プラットフォームが提供すべきと考えられる機能についても、回答頂いた。 

 

以下に、連携基盤プラットフォームの実証結果回答票における「機能」につい

ての質問項目を示す。 

 

■実証結果回答票における質問項目 

 

・本事業でご利用いただいた連携基盤の各機能が有用であったか、評価願います。また、

「有用でない」と評価頂いた機能については、その理由、改善すべき点等を回答願います。

 

・本事業で提供した機能の他に、連携基盤が提供すべき機能があれば、その機能名、機能

概要、具体的な利用場面（例）について、回答願います。 
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（３）実証の結果 

 

実証結果回答票に対する各団体からの回答内容を、以下に示す。 

 

ア．機能の有用性 

 

①接続インタフェース機能 

接続インタフェース機能は全団体が利用した。団体毎の利用方式及び実証結

果を、下表に示す。 

 

図表-4.2 接続インタフェース機能の団体別実装方式と実証結果 

団体名 実装方式 実証結果 

武雄市 ファイル送達方式 有用でない 

延岡市 連携データベース方式 有用である 

会津若松市 ファイル送達方式 有用である 

京都府 ファイル送達方式 有用である 

田原本町 連携データベース方式 有用でない 

※「②連携データベース機能」を参照 

笠間市 ファイル送達方式 有用である 

 

接続インタフェース機能の有用性については、4団体が「有用である」、2団

体が「有用でない」と回答した。 

なお、「連携データベース方式」については「②連携データベース機能」に

て後述することとし、ここでは「ファイル送達形式」を「有用でない」と判断

した理由について述べる。 

  

■ファイル送達方式を「有用でない」と判断した理由 

・ファイル送達形式をあえて利用するメリットが無いため。 

  

上記回答の背景には、ファイル送達方式は「一括処理結果のデータ連携」等

の場面で利用することを想定して実装した方式だが、当該団体では一括処理結

果のデータ連携に対する要望は特にない中でファイル送達方式を選択したこと

がある。 

したがって、当該団体にとっては「積極的にファイル送達方式を選ぶ理由は

なかった」という趣旨の指摘であり、「ファイル送達方式」自体の問題ではな

いと考える。 
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②連携データベース機能 

連携データベース機能の有用性については、1団体が「有用である」、1団体

が「有用でない」と回答した。 

 

なお、「有用でない」と判断した理由として、「連携データベースへのアク

セス速度が遅い」との回答があったが、連携基盤プラットフォームが提供した

機能の問題ではないため、有用性に関する評価結果には影響を及ぼさないもの

と考える。 

 

団体から挙げられた「有用でない」と判断した理由、及びそれに対する本市

の見解を、以下に示す。 

 

【団体から挙げられた意見】 

・連携DB方式（公開データベース方式）を利用したが、連携DBへのアクセスが遅く、

地域アプリの処理に時間を要した。オンラインシステムでは許容できるレスポンス時

間が限られるため、アクセス速度については改善する余地があると考える。 

 

【本市の見解】 

・事象を調査したところ、連携基盤プラットフォームから地域クラウド型アプリケー

ションへのデータ連携について速度遅延は発生しておらず、地域クラウド型アプリケ

ーション側での取込み処理等に時間を要していることが分かった。 

・したがって、連携基盤プラットフォームの性能面について、問題はなかったと考え

る。 
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③監査ログ機能 

監査ログ機能の有用性については、3団体が「有用である」、2団体が「有用

でない」と回答した。 

「有用でない」と回答した団体から挙げられた理由としては、「対応OSの範

囲について改善の余地がある（LinuxOSでしか動作確認できていない）」ことが

挙げられた。 

 

■監査ログ機能を「有用でない」と判断した理由 

 

・監査ログの集積に必要なエージェントプログラムの対応 OS が Linux OS に限定されて

いるが、対応 OS の範囲について改善する余地があると考えられる。 

（サーバの OS に Windows Server を用いていたため、監査ログを集積できなかった） 
  

上記について、確かに「監査ログの集積に必要なエージェントプログラムの

対応OSについては、LinuxOSでの動作確認しかできていない」状況であり、その

他のOS環境下で監査ログの集積を行うためには、追加調査が必要であった。 

本事業での対応としては、当該団体と調整した結果、「ログを確認すること

はできるので問題ない」こととし、追加調査を行わないこととなった。 

したがって、上記回答については、来年度以降、引き続き検討する余地があ

ると考えられる。 
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なお、「有用でない」と判断した理由として、「インターネット上の不特定

ユーザに対するログを確認できなかった」、「接続が不通となった際に、監査

ログからの確認が取れなかった」との回答があったが、連携基盤プラットフォ

ームが提供した機能の問題ではないため、有用性に関する評価結果には影響を

及ぼさないものと考える。 

 

団体から挙げられた「有用でない」と判断した理由、及びそれに対する本市

の見解を、以下に示す。 

 

【団体から挙げられた意見】 

・インターネット上の不特定ユーザに対するログを確認できなかった。 

 

【本市の見解】 

・インターネット経由のアクセスログは、管理アプリの機能で、日別に取得することが

でき、本機能は全団体で共通して利用できる連携基盤プラットフォームの機能である。

・したがって、インターネット経由でアクセスする不特定ユーザについても、アクセス

ログは集積されており、確認することができる。 

 

 

【団体から挙げられた意見】 

・接続が不通となった際に、監査ログからの確認が取れなかった。 

 

【本市の見解】 

・接続不通時にインターネットからアクセス可能な状態であった場合は、監査ログは通

常どおりに収集されていることが確認できている。 

・したがって、連携基盤プラットフォームの機能としては問題がなかったと考えられる。
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④利用者認証・権限管理機能 

利用者認証機能の有用性については、4団体が「有用である」、1団体が「有

用でない」と回答した。 

 

なお、「有用でない」と判断した理由として、「認証方式の変更に伴うID／

パスワードの二重管理による運用負荷の増大」、「同一ユーザでの複数のアプ

リケーショングループ登録不可」との回答があったが、連携基盤プラットフォ

ームが提供した機能の問題ではないため、有用性に関する評価結果には影響を

及ぼさないものと考える。 

 

団体から挙げられた「有用でない」と判断した理由、及びそれに対する本市

の見解を、以下に示す。 

 

【団体から挙げられた意見】 

・認証方式がフォーマット指定型からモジュール提供型に変更になったことで、ID／

パスワードの管理が、地域クラウド型アプリケーションと連携基盤プラットフォーム

での二重管理となった。その結果、運用上の負荷が増えた。 

 

【本市の見解】 

・データ連携基盤の認証機能を使うことで、ID/パスワードの二重管理が必要になるこ

とはない。 

・また、認証機能の提供方式として、「モジュール提供型」、「フォーマット指定型」

のいずれを選択して場合でも、関係がない。 

 

 

【団体から挙げられた意見】 

・アプリケーショングループの登録は行えるが、同一ユーザで複数のアプリケーショ

ングループを登録できない。 

 

【本市の見解】 

・同一ユーザで、複数のアプリを使うためにアプリケーショングループがあり、複数

のアプリを、１つのアプリケーショングループにすれば上記の要件を満たすことは可

能である。 
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⑤統合アクセスコントロール機能 

統合アクセスコントロール機能の有用性については、3団体が「有用である」、

1団体が「有用でない」と回答した。 

 

なお、「有用でない」と判断した理由として、「IP-VPN回線での接続におい

て、セキュリティ警告が発生する」との回答があったが、連携基盤プラットフ

ォームが提供した機能の問題ではないため、有用性に関する評価結果には影響

を及ぼさないものと考える。 

 

団体から挙げられた「有用でない」と判断した理由、及びそれに対する本市

の見解を、以下に示す。 

 

【団体から挙げられた意見】 

・IP-VPN 回線での接続において、グローバルサインに失敗しセキュリティ警告が発生

する 

 

【本市の見解】 

・本事業で利用した Web サーバ用の SSL 証明書は、通常の環境であればインストール

することで問題なく利用できるものと認識している。 

・一方、上記回答のあった団体では、特殊な環境（インターネットに接続できない等）

であったため、地域クラウド型アプリケーションの利用端末に対して追加設定が必要

であったが、その設定が不十分であり、セキュリティ警告が発生することになったと

想定される※1。 
 

※１：本報告時点では、本市より団体に提示した対策（証明書内のCRL（失効リ

スト）のURLが解決できず、タイムアウトをしている可能性があるため、

「CRLのチェックをオフにする」等）について、「団体側での確認結果待

ち」となっている。 
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イ．その他、連携基盤プラットフォームが提供すべき機能 

 

 連携基盤プラットフォームが提供すべきと考えられる機能について、各団体

から挙げられた機能を下表に示す。 

 

図表-4.2 各団体から挙げられた連携基盤プラットフォームが提供すべき機能 

# 機能名 概要 利用場面（例） 

1 スマートフォン

接続機能 

現在は、https接続のみであるが、

利用端末がスマートフォンの場

合、アプリケーションの仕様で、

https以外の接続方法も想定され

る。 

音声・動画配信による

案内、特殊な暗号通信

を用いたアプリケーシ

ョンなど。 

２ 連携データベー

ス拡張 

適正なレスポンスを保障するRDF

形式のデータベース環境と、デー

タ投入や変更等の管理作業にお

いて利用の容易な I/F を提供す

る 

 

３ 共通語彙統合活

用 

共通語彙の生成と評価及び管理

と容易な利用を提供する 

 

オープンデータ登録・

メンテナンス時 

 

４ 利用者の識別に

基づいた権限管

理機能 

利用者の識別に基づいて、アクセ

スできる情報の範囲を制限する。

 

利用者は本人が登録し

た情報にのみアクセス

できる等の制限を行

う。 
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（４）結果の考察 

 
連携基盤プラットフォームの「機能」に対する実証結果を踏まえて、各機能の

有用性についての評価を整理する。 

 

①総括 

全体的には、本事業の連携基盤プラットフォームが提供した各機能について、

その有用性を確認することができた。 

したがって、各団体が連携基盤プラットフォームの機能を利用することによ

り、個別に開発する必要がなくなり、投資の効率化を図れることを実証できた

と考えられる。 

 

その一方で、以下の機能については、課題が明らかになったため、来年度以

降に継続して調査・検討すべきと考えられる 

 

 ■監査ログ機能 

  監査ログの集積が可能な環境（対応 OS）の範囲拡大 

  ※本事業の中では LinuxOS のみ動作確認が完了。 
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②連携基盤プラットフォームで他に提供すべきと考えられる機能 

「スマートフォン接続機能」については、地域クラウド型アプリケーション

の利用者の利便性向上という観点では、多様なデバイスへの対応ニーズは高ま

ると想定され、今後検討すべき機能の一つだと考えられる。 

 

「連携データベース拡張」「共通語彙統合活用」については、連携基盤プラ

ットフォームを「地方自治体におけるオープンデータ実現のための基盤」とし

て活用するためには、有効な機能だと考えられる。 

  

「利用者の識別に基づいた権限管理機能」については、連携基盤プラットフ

ォームと地域クラウド型アプリケーションの役割分担の考え方によって、どち

らで実装すべきか、判断が分かれるものと認識している。 

本事業では、「利用者の識別に基づいてアクセス可能な情報の範囲制御」を

連携基盤プラットフォームで実装した場合、地域クラウド型アプリケーション

の数が増えると連携基盤プラットフォームの仕様が複雑化すると想定されるた

め、地域クラウド型アプリケーション側で実装する方針とした。 

本件については、連携基盤プラットフォームの全国展開に向けて、引き続き

各団体との調整等が必要であり、「利用者の識別に基づいた権限管理機能」を

多くの自治体に共通する機能として括りだせるのであれば、連携基盤プラット

フォームで実装すべきと考えられる。 

しかし、本事業は、各地域の特性を踏まえた新サービス創出等を図る取り組

みであり、取り扱う情報の種類も多岐にわたると想定されるため、「利用者の

識別に基づいた権限管理機能」の要件は自治体毎にばらつくと想定される。 

したがって、原則として「利用者の識別に基づいた権限管理機能」は連携基

盤プラットフォームでは実装しないことが望ましいと考える。 
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４．２ 運用 

連携基盤プラットフォームの「運用」についての実証内容を整理する。 

 

（１）実証の概要・目的 

 
連携基盤プラットフォームは、自治体アプリケーション、地域クラウド型アプ

リケーション間のデータ連携サービス等を提供しており、利用可能な時間帯につ

いてはアプリケーションの性質等によって、異なると想定される。 

 

そこで、連携基盤プラットフォームのサービスを利用可能とする適切な曜日、

時間帯の導出を目的として、連携基盤プラットフォームの「運用」に関する実証

を行った。 

 

（２）実証の内容 

 

本事業における連携基盤プラットフォームの利用可能時間帯は、再起動、リリ

ース、バックアップ等の時間を考慮して、「6:00～24:00」とした。 

そこで、上記時間帯で連携基盤プラットフォームを利用可能とすることの適否

について、各団体から意見を伺った。本実証における利用可能時間帯に対して改

善要望がある場合には、その理由も併せて伺った。 

 

以下に、連携基盤プラットフォームの実証結果回答票における「運用」につい

ての質問項目を示す。 

 

■実証結果回答票における質問項目 

 

・連携基盤のサービスを利用可能な曜日、時間帯は適切でしょうか。 

 （適切でない場合、望ましいと考えられる曜日、時間帯とその理由を回答願います。）
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（３）実証の結果 

 

各団体からの回答内容を、以下に示す。 

 

連携基盤プラットフォームの利用可能時間帯については、本事業におけるシス

テム利用可能時間帯（6:00～24:00）を延長して欲しいとの要望が複数挙げられた。 

 

・システムの利用可能時間帯は「6：00～24：00」であるが、今後、大規模自治体にも

利用が拡大した場合に以下のことが想定される。 

・住基異動情報の転送処理を「官→基盤」へ日次処理で送付する場合、既存の日次処理

の後に転送するめ、24 時以降（午前 2時ぐらいまで）も連携基盤プラットフォームとの

データ連携サービスを利用することが望まれる。 

 

・オープンデータ提供サイトは計画停止を除き 24 時間運用のため、基本的には計画停止

時間帯を除き 24 時間運用が望ましい。 

 

・今回の実証実験においては、適切な運用時間帯であった。 

・次年度以降の本運用時においては、住民が医療機関で受付時に利用するシステム特性

から、24 時間 365 日サービスを利用できることが望ましい。 

 

・公開データベース方式では地域アプリの運用時間が連携基盤の運用時間に制限される。

・住民のライフスタイルは多様であり深夜に利用する方もいるため、連携基盤は 24 時間

利用できるのが望ましいと考える。 

 

・開発したアプリは、平時だけでなく災害等緊急時にも利用されるツールであるため、

認証機能を引き続き利用する場合は 24 時間 365 日連携できることが望ましい。 
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（４）結果の考察 

 

連携基盤プラットフォームの「運用」に対する各団体の実証結果に基づいて、

連携基盤プラットフォームの運用のあり方を整理する。 

 

本事業では、メンテナンスやバックアップ取得等の時間を考慮して、連携基盤

プラットフォームの機能を利用可能な時間帯を「6:00～24:00」とした。 

これに対し、利用可能時間の延長を要望する意見が複数挙げられた。その理由

としては、主に下記 2点が挙げられた。 

 

  ①日次処理後にデータ連携する必要があるため 

  ②利用者の多様なニーズに応えるため 

 

①については、地方自治体の規模が大きいほど、日次処理で取り扱うデータの

件数が多く、その分処理に要する時間が長くなると想定される。 

したがって、実際に自治体の運用を把握した上で、連携基盤プラットフォーム

の稼働時間延長の適否を検討すべきと考えられる。 

 

②については、確かに利用可能時間を延長すること、究極的には「24 時間 365

日利用可能とすること」は、地域クラウド型アプリケーションの利用者にとって

の利便性向上に繋がると思われる。 

しかし、利用可能時間を延長するためには、相応のコスト（例えば平常時及び

障害発生時の運用保守コスト等）増が避けられない。 

したがって、地域クラウド型アプリケーションの特性、利用実態（例えば、時

間帯別のアクセス数等）を把握し、費用対効果を検証した上で適切な運用時間帯

を導出する必要があると考えられる。 

 

   

 



地域経営型包括支援クラウドモデル事業 
開発実証実験報告書（連携基盤プラットフォーム） 

 

53 

４．３ 利用形態 

連携基盤プラットフォームの「利用形態」についての実証内容を整理する。 

 

（１）実証の概要・目的 

 

連携基盤プラットフォームを通じて各機能を提供するためには、連携基盤プラ

ットフォーム自体の運用保守費、「地域アプリケーション―連携基盤プラットフ

ォーム」間の通信費等、様々な費用が発生する。 

本事業の終了後も、連携基盤プラットフォームが引き続き機能を提供するため

には、その費用を誰がどの程度負担するのか、適切な仕組みが必要となる。 

 

本事業では、各団体がネットワーク接続型で連携基盤プラットフォームを利用

したことを踏まえて、連携基盤プラットフォームのサービスを「ネットワーク接

続型」で利用する際の費用負担のあり方を導出するために、連携基盤プラットフ

ォームの「利用形態」に関する実証を行った。 
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（２）実証の内容 

 

本事業における連携基盤プラットフォーム利用時に発生する費用と、その負担

者の概念を、下図に示す。 

 

図表-4.3 本事業における連携基盤プラットフォーム係る費用分担 

 

 

上記の費用負担の概念をベースとして、望ましいと考えられる費用負担のあり

方を各団体に伺った。 

 

以下に、連携基盤プラットフォームの実証結果回答票における「利用形態」に

ついての質問項目を示す。 

 

■実証結果回答票における質問項目 

 

・「ネットワーク接続型」で利用する際における、各団体での費用負担の考え方（どのよ

うな仕組みで費用負担することが望ましいと考えられるか）について、回答願います。 
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（３）実証の結果 

 

各団体からの回答内容を、以下に示す。 

 

連携基盤プラットフォームの費用負担のあり方については、連携基盤プラット

フォームの機能をどの程度利用したのか、「使用リソース量」、「アクセス回数」

等に基づいて負担額を決定すべきとの意見が多く挙げられた。 

 

・使用リソース量、顧客や住民などからのアクセス量、それぞれについて、複数段階に

分けた費用負担が望ましい。 

・オープンデータの活用拡大を推進する観点からは、自治体のデータ公開作業（接続イ

ンタフェース機能や連携データベース機能）に関わる機能群は費用負担無しとすること

が望ましい。 

  

・ネットワーク接続型においては、接続する自治体と、連携基盤側での折半が望ましい

のではないか。 

・また、接続する自治体が月額利用料を支払う形態も考えられるのではないか。 

 

・連携基盤の利用により各団体が受ける利益に応じた、公平な費用負担が良い。 

・なお、連携基盤に対する要件は多様であり、例えば、連携 DB 方式とファイル送達方式

の利用を同一の土俵で比較する事は困難なので、利用する機能や方式毎に掛かる経費を

算出し、各々を利用する団体が負担するのが良い。 

 

・小規模のシステムによる小規模の利用の場合、費用対効果として高額になることが推

測される。例えば、1回／1日のデータ送信のみの運用など。よって、使用するデータ量

とか、回数などで価格設定することが望ましい。 

 

・均等割及び利用内容に応じた従量割の組み合わせなどが考えられる。 
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（４）結果の考察 

 

連携基盤プラットフォームの「利用形態」に対する各団体の実証結果に基づい

て、連携基盤プラットフォームの費用負担のあり方を整理する。 

 

費用負担の考え方としては、連携基盤プラットフォームの稼働に必要な費用を

利用する自治体で按分する方式（「月額○○円」といった定額制等）や、各自治

体が利用した分だけ負担する方式（従量課金制等）及び両方式の組み合わせ等が

考えられる。 

今回の実証結果としては、連携基盤プラットフォームを利用する自治体が一律

定額を負担する方式よりも、連携基盤プラットフォームの利用実績に基づいて算

出される費用を各自治体が負担する方式の方が適切だとする意見が多かった。 

 

なお、連携基盤プラットフォームを利用するために必要な費用については、前

述した「運用（利用可能な曜日、時間帯）」に拠る部分も大きいため、併せて検

討すべきと考えられる。 
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４．４ 制度 

 

連携基盤プラットフォームを利用する際に必要となる制度面の整備についての実証

内容を整理する。 

 

（１）実証の概要・目的 

 

連携基盤プラットフォームを介した自治体アプリケーション、地域クラウド型

アプリケーション間のデータ連携の中には、これまでに実現していない連携が含

まれる可能性がある。 

この場合、新たなデータ連携の実現によって「住民サービスの向上」、「業務

の効率化」等のメリットがあったとしても、各種制度の規制によって実現できな

いというケースが生じる可能性がある。 

 

そこで、連携基盤プラットフォームを介した新たなデータ連携を広く普及させ

るための前提として、「制度」に関する課題（有無を含めて）の導出を目的とす

る実証を行った。 

 

（２）実証の内容 

 

今回の実証では、連携基盤プラットフォームを介したデータ連携において、制

度面の課題が生じうる場面として、「官民連携」及び「複数自治体での共同利用」

を想定した。 

 

具体的には、官民連携については、地方自治体の個人情報保護条例等が制約に

なりうると想定した。また、複数自治体での共同利用については、自治体間のセ

キュリティポリシーのレベルの差異が制約になりうると想定した。 
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以下に、連携基盤プラットフォームの実証結果回答票における「制度」につい

ての質問項目を示す。 

 

■実証結果回答票における質問項目 

 

・官民連携を実現する上で、障壁となる制度、規約等があるでしょうか。 

（ある場合は、具体的な制度等と必要な対応の内容を回答願います。） 

 

・複数団体が共同利用する上で、障壁となる制度、規約等があるでしょうか。 

（ある場合は、具体的な制度等と必要な対応の内容を回答願います。） 

 

・その他、連携基盤プラットフォームの利用に際して、検討が必要となる制度等はあるで

しょうか。 

（ある場合は、具体的な制度等と必要な対応の内容を回答願います。） 
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（３）実証の結果 

 

①各団体への実証結果 

各団体への確認結果を、以下に示す。 

 

連携基盤プラットフォームを介したデータ連携の実現に向けた制度面の課題

としては、官民連携における「個人情報保護条例の規定」を挙げる団体が多か

った。 

   

■官民連携を実現する上で、障壁となる制度、規約等 
 
・個人に係る情報（他の情報と組み合わせれば個人情報に該当する可能性のある情報

も含む）を電磁的にやり取りすることになるため、システムトラブルや事故に備え、

官民双方において内規の整理や責任分界点に係る覚書類の締結が必要となる。これに

ついては、個々に対応することも可能だが、業界を所管する官庁により全国統一の基

準（ガイドライン）等が示されることが望ましい。 
 
・個人情報の取り扱いに係る各市区町村の条例 
 
・やはり自治体の個人情報保護条例及び、安全性（セキュリティ）。自治体へ了解を

得られる安全性の担保が必要。 
 
・個人情報保護条例、別途定める電子計算機器の運用管理及びセキュリティに係る方

針など。 
・オープンデータを含め、官民のデータ連係については新たな試みであるので、現行

制度改正や新制度立案の必要があるか、精査する必要がある。 
 

 

■複数団体が共同利用する上で、障壁となる制度、規約等 
 
・基礎自治体においては、個人情報保護条例がそれぞれ制定されており、条例・関連

制度が統一されていないこと。 
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■その他 
 
・運営主体は、構成員（官民）から選択するのではなく、住基ネットにおけるＬＡＳ

ＤＥＣのように、公平に各構成員を調整する能力を有する独立した機関・団体である

ことが望ましい。 

 

・利用者認証・権限管理機能で用いる情報の内容、及び連携データベース機能で保持

する情報の内容により、個人情報保護法等に基づく対応について検討が必要。 
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②笠間市での対応 

本市では、市の既存システムと連携基盤プラットフォームを介した地域クラ

ウド型アプリケーション（介護健診ネットワークシステム）との連携について、

制度面での課題が生じた。 

具体的には、本事業で実現するデータ連携が、笠間市個人情報保護条例にお

ける例外規定に該当する（＝制度上問題ない）のか、判断できなかった。 

そこで、当該制度面の課題を解決するために、笠間市情報公開等審査会にて

諮問することとした。 

以下、本市における具体的な検討内容を示す。 

 

■笠間市個人情報保護条例 
(結合の制限) 
第 10 条 実施機関は、個人情報を処理するため、実施機関以外のものとの間において

通信回線による電子計算機の結合を行ってはならない。ただし、法令等に定めがある

とき，又は公益上の必要があり、かつ、相手方が個人情報の保護に関し必要な措置を

講じている場合であって、実施機関が，審査会の意見を聴いて特に必要があると認め

るときは、この限りでない。 
 

上記のとおり、笠間市個人情報保護条例第10条において、実施機関は、個人

情報処理のために、実施機関以外のものとの間において通信回線による電子計

算機の結合を、原則として禁止している。 

また、第10条のただし書きにて、例外的に結合が認められるケースについて

も規定されている。 

そこで、本事業の取り組みが、第10条のただし書き規定に該当するかどうか

を確認するために、笠間市情報公開等審査会に諮問した。 

 

諮問の結果として、笠間市情報公開等審査会は本事業で実現するデータ連携

を「条例第10条のただし書きに該当する」と判断した。 

その理由としては、連携基盤プラットフォームにおける安全性を担保する仕

組みを初めとして、本事業は個人情報の保護について適切な措置を定めている

ことが挙げられた。 
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（４）結果の考察 

 

①各団体の実証結果について 

連携基盤プラットフォームの「制度」に対する各団体の実証結果に基づいて、

連携基盤プラットフォームの制度面の課題を整理する。 

 

本実証を通じて、連携基盤プラットフォームを介した自治体アプリケーショ

ン、地域クラウド型アプリケーションのデータ連携の実現において、各地方自

治体の個人情報保護条例が異なることから、地方自治体間での調整が必要であ

ることが明らかになった。 

 

今後、連携基盤プラットフォームを介したデータ連携を促進するためには、

各自治体が個々に個人情報保護条例の規定を遵守すべく取り組むことも可能だ

が、そもそも現行制度を改正する必要があるのかを含めて判断する必要があり、

相応の労力を要すると想定される。 

そこで、連携基盤プラットフォームを介したデータ連携について、国が安全

性を担保するための統一的な基準、ガイドライン等を示すことが考えられる。 
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②笠間市での対応について 

連携基盤プラットフォームは、利用者認証・権限管理機能、監査ログ機能等

のセキュリティを確保するための仕組みを有している。 

本市における制度面の課題解決においては、地域クラウド型アプリケーショ

ン（介護クラウド）の安全性と共に、連携基盤プラットフォームの安全性が評

価されたことが寄与したと考えられる。 

また、情報公開等審査会での諮問を通じた制度面の課題解決の一連のプロセ

スは、連携基盤プラットフォームを介した自治体アプリケーション・地域クラ

ウド型アプリケーションのデータ連携」の全国展開に向けて、他自治体の参考

になると考える。 

ただし、本市における情報公開等審査会の判断は、あくまでも「本事業に限

った範囲」に関するものである。本市における本番運用に向けては、別途「条

例の制定」等の対応を進める必要がある。 
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第５章 今後の課題・対策 

 

第４章で整理した連携基盤プラットフォームの実証観点「１．機能」、「２．運用」、

「３．利用形態」、「４．制度」を総括し、本事業における連携基盤プラットフォーム

実証の成果及び今後の課題・対策を整理する。 

 

５．１ 本事業の成果 

 

（１）機能 

  

本事業で提供した連携基盤プラットフォームの各機能については、有用性があ

ることを確認できた。 

この点において、本実証実験の目的の一つである「自治体アプリケーションや

地域クラウド型アプリケーションに対して、連携基盤プラットフォームが共通的

なシステム機能を提供することによる効果を実証すること」を達成できたと考え

る。 

 

また、本事業で連携基盤プラットフォームが提供した機能に対して、その他追

加すべき機能（候補）についても抽出することができた。 

 

（２）運用 

 

連携基盤プラットフォームを利用可能な曜日、時間帯について、自治体におけ

る業務・システム運用の実態（連携対象データの作成を業務終了後に実施等）、

利用者の利便性向上の観点から、24 時間 365 日の稼働を要望する意見があること

を確認できた。 

 

（３）利用形態 

 

連携基盤プラットフォームの機能をネットワーク接続型で利用する場合の費用

負担について、「連携基盤プラットフォームの利用実績に基づいて算出される費

用を各自治体が負担する方式」を適切だとする意見が多いことを確認できた。 

 



地域経営型包括支援クラウドモデル事業 
開発実証実験報告書（連携基盤プラットフォーム） 

 

65 

（４）制度 

 

実証を通じて、連携基盤プラットフォームを介した自治体アプリケーション、

地域クラウド型アプリケーションのデータ連携の実現において、「地方自治体の

個人情報保護条例」が障壁になりうることが確認できた。 

上記の個人情報保護条例の障壁については、本市にて情報公開等審査会の諮問

を通じて「問題ない」という判断を得られたため、この課題を解決するための具

体的な事例を作ることができた。 

 

また、制度面での課題解決という意味においては、自治体個別ではなく、国等

を主体として検討が進められることに対する要望があることも確認できた。 

 

 

したがって、上記（２）～（４）を通じて、本実証実験のもう一つの目的である「地

域経営型包括支援クラウドモデルを整備する上での課題（制度、運用等）を導出するこ

と」を達成することができたと考える。 
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５．２ 今後の課題・対策 

 

本事業で開発した連携基盤プラットフォームは、本事業で開発した連携基盤プラット

フォームのような基盤を導入する場合には、以下の項目についても検討を進める必要が

ある。 

今後、検討すべきと考えられる課題・対策について、以下に示す。 

 

（１）機能 

 

①追加要望のあった機能のニーズ把握、実証 

本事業にて各団体から要望が挙げられた機能については、ニーズの有無把握、

連携基盤プラットフォーム側で実装することの妥当性（共通性が高い機能か等）

検証等を進める必要がある。 

 

②非機能要件の検討 

本事業では、連携基盤プラットフォームの信頼性、性能、操作性といった「非

機能要件」については、実証の観点に含めていない。 

したがって、本事業で連携基盤プラットフォームが実運用に耐えうる水準を

満たしているのか、非機能要件の観点での実証、評価を行うことも必要だと考

えられる。 

 

（２）運用 

 

①24 時間 365 日稼働の必要性検討 

複数の団体から要望が挙げられた、連携基盤プラットフォームを利用可能な

曜日、時間帯の延長適否について、自治体の運用実態の把握及び費用対効果の

検証結果を踏まえ、検討する必要があると考えられる。 

 

（３）利用形態 

 

①ネットワーク接続型 

本事業での実証結果を踏まえて、ネットワーク接続型における費用負担のあ

り方について、より詳細な内容を詰める必要があると考えられる。 

その際、先述した「（２）運用」における検討結果（連携基盤プラットフォ



地域経営型包括支援クラウドモデル事業 
開発実証実験報告書（連携基盤プラットフォーム） 

 

67 

ームを利用可能な曜日、時間帯）によって、ネットワーク接続型で連携基盤プ

ラットフォームを利用する場合の費用総額に影響するため、一体となって検討

を進める必要がある。 

 

 （例） 

 ・1自治体あたりの具体的な負担額のシミュレーション 

  （全自治体での按分パターン、従量課金パターン等） 

  

 

②配布型 

配布型で連携基盤プラットフォームを利用するためには、連携基盤プラット

フォーム用のハードウェアの購入、設定等に関連する費用が発生し、それは導

入先の自治体で負担することが原則になると想定される。 

したがって、配布型については、実運用を通じて、本事業で想定した連携基

盤プラットフォームと地域クラウド型アプリケーションとの役割分担の妥当性

や、その他課題の有無を含めた検討が必要だと考えられる。 

 

また、本事業では「ネットワーク接続型」で各団体が1つの連携基盤プラット

フォームを利用したが、連携基盤プラットフォームを「配布型」で開発し、複

数の自治体が共同利用することも考えられる。 

この方式であれば、地域の特性等を踏まえた地域クラウド型アプリケーショ

ンの要件に対応しやすいと考えられるため、連携基盤プラットフォームの全国

展開に向けて、「ネットワーク接続型」と「配布型」の使い分けについても検

討する必要があると考える。 
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（４）制度 

 

連携基盤プラットフォームを介したデータ連携を促進するためには、先述した

とおり、国が安全性を担保するための統一的な基準、ガイドライン等を示すこと

が有効だと考えられる。 

 

また、個人情報保護に係る最近の制度動向として、パーソナルデータの取り扱

いについて法改正を検討する「パーソナルデータ関連制度担当室」の設置（2014

年 3 月 1 日）がある。2014 年 6 月までに「パーソナルデータの利活用に関する制

度見直し方針」に基づいて、個人情報保護関係法令の改正案の大綱が纏められる

予定である。 

個人情報保護関係法令改正案では、特定の個人が識別される可能性を低減した

データの取扱い等が規定される見込みであり、地域クラウド型アプリケーション

で取り扱うデータの種類によっては、連携基盤プラットフォームを介したデータ

連携の実現とも関連するため、引き続き検討状況を注視する必要がある。 

 

これらの各課題について、国の動きも踏まえながら、官民のデータ連携の在り

方を検討していく必要がある。 


